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ジャパンショッピングツーリズム協会（略称：ＪＳＴＯ)

2013年設立、会長 田川博己（JTB会長）、専務理事 新津研一
日本の小売、観光、金融、情報、メディア、ITCなど150社の有力企業、
500店舗以上の小売店が参画。
日本唯一最大のショッピングツーリズム推進の非営利団体

１．日本のショッピング情報、魅力を世界に発信するプロモーション事業
２．インバウンドノウハウ提供など事業者支援事業 を全国で展開。

●連絡先：03-6435-9116 support@jsto.or.jp
●公式ウェブサイト http://www.jsto.or.jp

新津研一（にいつけんいち）

株式会社ＵＳＰジャパン代表取締役
ジャパンショッピングツーリズム協会代表理事

長野県佐久市出身、４８歳。
伊勢丹にて１９年勤務、イセタン羽田ストアなど新規事業を手がける。
２０１２年４月同社を退職し、USPジャパンを設立。
免税制度改正など訪日事業を手がけるとともに、民間企業のマーケ
ティング・ブランディング支援を行う。

観光立国推進協議会委員・幹事
オリンピック・パラリンピック多言語協議会委員・議長
プレミアムフライデー推進協議会委員

著書：外国人観光客が「笑顔で来店」するしくみ（商業界）
●連絡先 niitsu@usp.co.jp 0３-３２３５-００29



災害影響あれど、２０１８年は８．７％増。
２０１９年も２桁増の維持濃厚。
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中国、韓国がメイン市場になり、台湾・韓国は高次安定。
米国・タイ→１００万人超市場に。３０－５０万人市場は多方面、多数。

出典：観光庁、日本政府観光局
※参考：消費額は調査方法変更（クルーズ客を反映）により前年対比は参考値
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2013年 2018年 2013:2018 単位：億円 伸率 単位：円 伸率

全国籍・地域 10,364 31,192 301.0% 45,064 2.0% 152,594 -0.9%

中国 1,314 8,380 637.5% 15,370 -9.3% 223,640 -2.9%

韓国 2,456 7,539 306.9% 5,842 14.0% 77,559 8.0%

台湾 2,211 4,757 215.2% 5,839 1.7% 128,069 0.8%

香港 746 2,208 296.0% 3,355 -1.8% 154,460 0.9%

米国 799 1,527 191.0% 2,890 15.5% 191,352 5.1%

タイ 454 1,132 249.5% 1,405 111.6% 124,300 -1.8%

オーストラリア 245 552 225.7% 1,315 120.3% 242,050 7.2%

フィリピン 108 504 465.2% 590 29.4% 121,765 7.1%

マレーシア 177 468 265.1% 639 32.6% 137,618 1.4%

シンガポール 189 437 230.9% 745 31.6% 171,039 4.1%

インドネシア 137 397 290.2% 558 163.2% 141,467 9.3%

ベトナム 84 389 460.5% 734 9.7% 189,427 3.4%

英国 192 334 174.1% 716 101.7% 219,783 2.0%

カナダ 153 331 216.7% 597 4.6% 184,134 2.6%

フランス 155 305 196.9% 656 172.2% 215,733 1.5%

ドイツ 122 215 176.6% 409 92.9% 191,783 5.3%

インド 75 154 205.1% 247 60.4% 161,351 2.5%

イタリア 67 150 223.1% 335 -39.0% 224,268 17.1%

スペイン 61 119 196.7% 281 -74.9% 236,996 11.5%

ロシア 44 95 213.7% 177 -92.4% 188,530 -5.4%

一人あたり単価（※参考）旅行消費額(※参考）訪日客数(単位：千人）



免税販売額前年増減（主要エリア別）

エリア 1月 春節期間

札幌 ＋13.0％ ▲ 7.8%

東京 ▲10.8％ ▲ 0.9%

名古屋 ▲22.7％ ＋ 0.3%

京都 ＋ 4.4％ ＋12.9％

大阪 ▲16.6％ ＋12.6%

福岡 ＋20.9％ ＋20.4%

上記6大都市計 ▲10.1％ ＋ 5.4%

※春節期間
本年：2月2日～11日
前年：2月13日～22日

１月の東京・大阪の売上大幅減を経て、春節期間は一旦回復するも、
その要因・今後の動向については、引き続き注視の必要性あり。
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免税件数・単価前年増減（主要エリア別）

エリア
件数 単価

1月 春節期間 1月 春節期間

札幌 ＋23.1％ ▲ 5.6% ▲ 8.2% ▲ 2.3%

東京 ▲ 3.3％ ＋ 1.0% ▲ 7.8% ▲ 1.9%

名古屋 ▲10.9％ ＋ 9.2％ ▲13.3% ▲ 8.2%

京都 ＋ 6.9％ ＋10.2% ▲ 2.3% ＋ 2.5%

大阪 ▲5.7％ ＋ 8.1% ▲11.5% ＋ 4.1%

福岡 ＋33.7％ ＋32.0％ ▲ 9.6% ▲ 8.8%

上記
6大都市計

＋ 0.1％ ＋ 5.8% ▲10.1% ▲ 0.4%

※春節期間
本年：2月2日～11日
前年：2月13日～22日

西高東低の傾向が続く。福岡は、韓国市場堅調。
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免税販売額前年増減（消耗品・一般品別）

商品区分 1月 春節期間

一般物品 ▲13.3％ ＋ 2.3%

消耗品 ▲ 6.8％ ＋12.4%

上記計 ▲10.1％ ＋ 5.4%

※春節期間
本年：2月2日～11日
前年：2月13日～22日

１月は、高額品、化粧品の購買が低迷。
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※春節期間
本年：2月2日～11日
前年：2月13日～22日

免税販売額前年増減（購入者の主要国籍別）

国籍 1月 春節期間

CHINA ▲11.6％ ＋ 0.6％

KOREA ▲ 6.6％ ＋10.9％

HONG KONG ▲17.1％ ▲ 1.0％

TAIWAN ▲27.4％ ＋ 5.7％

１月は、中国人ゲストによる高額品、化粧品の購買が低迷。
春節は、FITによる通常の購買傾向が復活。

免税件数・単価前年増減（購入者の主要国籍別）

エリア
件数 単価

1月 春節期間 1月 春節期間

CHINA ▲ 2.3％ ＋ 0.3% ▲10.5% ＋ 0.2%

KOREA ▲ 7.8％ ＋ 7.1% ＋ 1.3% ＋ 3.6%

HONG KONG ▲10.8％ ▲ 6.6% ▲ 7.0% ＋ 6.0%

TAIWAN ▲ 8.5％ ＋10.5% ▲20.6% ▲ 4.4%

8



9

災害影響あれど、２０１８年は８．７％増。
２０１９年も２桁増の維持濃厚。



２．中国市場の状況

①電子商取引法の影響

②ビッグバイヤーの影響

③中国市場のトピックス（ビザ、航空路線）
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・大手ECモール出店個人（いわゆる個人バイヤー）
↓

軒並み撤退
↓

ミニブログ（Weibo）内の商売へ
↓

監視、アカウント閉鎖との噂
↓

噂だった。でも、メッセンジャー内、個人取引内へ
しかし、下記事情で旨味が減り廃業も

・大手ECモールへの出店企業（メーカー）
↓

契機に直接中国ECでの販売を検討、実施あり
（ランコムなど世界レベルのブランドも）

・大手ECモールへの出店企業（卸売）
↓

当初物流が混乱（ルート、通関）
一部事業者は値引いて在庫処分
↓

数量も単価も低下。総扱い高が激減
上記メーカー進出により旨味が低減

※参考
日本国内価格：中国EC価格＝１：1.5~２倍
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中国電子商取引法導入により代購業者（個人、中小）に影響。
１２月２０日以降１月まで影響あり。春節は回復ながら今後も注視。
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一人あたり年間免税販売額別来店回数別売上高・人数シェア（ 2018年）

※特定百貨店店舗実績／2018年1月1日～12月31日

上段：人数
10回以上 9－４回 ３－２回 1回 計

下段：売上高

100万円以上
0% 0% 0% 0% 1%

0% 4% 2% 6% 12%

50万円～100万円未満
0% 0% 0% 1% 2%

0% 3% 4% 9% 15%

10万円～50万円未満
0% 1% 6% 11% 17%

0% 2% 8% 31% 41%

10万円未満
0% 0% 2% 78% 80%

0% 0% 1% 30% 31%

計
0% 1% 5% 93% 100%

0% 9% 15% 76% 100%

代購ビッグバイヤーに頼る小売店は危険ながら、
インバウンド消費、輸出消費は、正常なビジネスに変化すると予測。
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３．2019年の訪日市場

①出国税を財源とした国による訪日観光の推進

②１０月の消費税増税を契機とした
民間企業による訪日ゲスト向けプロモーションの強化

③ラグビーワールドカップを契機にスタートする、
事業者、地方公共団体などの訪日対応の本格化
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引き続き中国人ゲストは増加が確実。
日中の関係改善を背景に、ビザ緩和、新航路就航が後押し。

・訪日ビザ取得経験者の取得を簡素化

過去３年以内に２回以上
個人観光ビザを取得
↓

提出書類を簡素化
（経済力証明書類不要に）

・学生向けビザの緩和
ビザ申請簡素化対象校
７５校→１２４３校
（中国国内の一般学部全大学生約３
０００万人分）

・１月のビザ取得者数 ６１％増

【北京・時事通信】
中国航空各社の日本路線が２月か
ら急拡大する。中国民用航空局が
２３日までに公表した資料によると、
年初３週間に開設認可を受けた日
本行き直行便は少なくとも４６路線
に上った。いずれも２～３月の就航
を予定。
開設される路線の中国側の発着
地は、各地域の拠点都市が中心。
日本側は大阪と名古屋、札幌で大
半を占める。
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出国税５００億円は、①ストレスフリー環境の整備
②情報発信 ③地域の観光資源整備による満足度向上に投入

観光庁資料より抜粋
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消費増税は小売業と訪日ゲストを活性化させる

↑
増
税

↑
免
税
制
度
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２０２０年を前に訪日対応の問い合わせが増加。
訪日ゲスト増加を目の当たりにして、２０１９年後半は更に加速

＜２０１９年＞
９月２０日～１１月２日 ラグビーワールドカップ
２０カ国 ４８試合 全国１２会場

＜２０２０年＞
７月２４日～８月９日、２５日～９月６日 オリンピック・パラリンピック
３３競技、207カ国 1.2万人参加予定 東京周辺

＜２０２１年＞
５月１４日～５月３０日 ワールド・マスターズ・ゲームズ
５２競技、２万人（うち海外１万人）参加予定、関西周辺

＜２０２５年＞
５月３日～１１月３日 万国博覧会
２８００万人来場想定、大阪
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＜臨時免税店制度（クルーズ船対応免税販売の発展）＞
新たな免税制度改正により、競技会場周辺での免税販売も可能に
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４．１５兆円に拡大できるか？
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地域活性化、各企業業績にインバウンド市場が大きな影響を及ぼす。
２．４％、１，０５０億円の増加（※８．７％、４，０００億円増）
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16,398, 35%

9758, 22%
1722, 4%

13222, 29%

4688, 10%
19, 0%

買物代

飲食費

娯楽サービス代

宿泊料金

交通費

その他

観光庁：外国人旅行者消費動向調査（単位：億円）

１０２．４％ ＋１０４９億円

2018年
４兆5,064億円



買物消費だけが、４．５％、７４４億円減少。百貨店は増加
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 前年比 前年差

730 1,944 1,844 2,704 3,397 25.6% 693

百貨店免税取扱高（単位：億円）



百貨店が取り組む５つの領域
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領域 具体的取組み

マーケティング調査 免税売上、顧客動向の集約
対応レベルの定点観測

受入環境整備 対応マニュアル作成
多言語対応ツール開発
最新ソリューション情報収集
免税対応用度の作成・調達

販売促進 ガイドブック、プロモーションビデオ作成
ノベルティグッズ作成
旅行博覧会・海外セールス
タイアップキャンペーン

政策提言 免税制度改正提言、改善提言
政府施策の最新情報共有

商品・資源開発 人気商品情報集約
DMO、観光団体との連携キャンペーン



観光立国推進基本法
国会
平成１８年１２月１３日成立 平成１９年１月１日施行

日本の明日を支える観光ビジョン
明日の日本を支える観光ビジョン構想会議
平成２８年３月３０日

観光ビジョン実現プログラム２０１６、２０１７、２０１８
観光立国推進閣僚会議
平成２８年５月（以降各年度５月）

※組織体
明日の日本を支える観光ビジョン構想会議
（議長：首相、実務：内閣官房、国土交通省協力、参加：主要大臣、有識者）
明日の日本を支える観光ビジョン構造会議ワーキング・グループ
（座長：内閣官房長官、実務：内閣官房、国土交通省協力、参加：主要省審議官、長官）
観光戦略実行推進会議（平成２９年までは２タスクフォース）
（議長：内閣官房長官、実務：内閣官房、国土交通省協力、参加：全国務大臣）

観光立国とはなにか？
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参考：観光立国推進基本法

議員立法により衆参両院にて全会一致で可決成立
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ショッピングツーリズム、商業は観光ビジョンに記載が無い
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私たちは、お客さまと向き合っているか？

https://chinesegirl.thebase.in/ 27



訪日ゲスト

新しいお客さま

私たちは、お客さまと向き合っているか？
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